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（６）個 別 財 務 諸 表 等  
１．貸借対照表            （百万円未満切り捨て） 
       期   別 当 期 前 期 増  減        期   別 当 期 前 期 増  減 

  科  目 (Ｈ１４.３.３１) (Ｈ１３.３.３１) （ △ は 減  ）    科  目 (Ｈ１４.３.３１) (Ｈ１３.３.３１ ) （ △ は 減  ） 

〔 資 産 の 部 〕    〔 負 債 の 部 〕    

（流 動 資 産） ( ３６，７６１) ( ４９，０７１) (  △ １２，３０９) （流 動 負 債） ( ３４，７８７) ( ３９，３６７) ( △ ４，５７９) 

  現金及び預金           ７，７９８   １５，５４５ △ ７，７４７   支 払 手 形            ２，５４２    ５，１２６  △   ２，５８４ 

  受 取 手 形               ３       ２９ △    ２５   買 掛 金           １５，０７５   １７，７３７  △   ２，６６２ 

  売 掛 金            ７，４４８    ９，１０１  △ １，６５３ 一年内償還予定 
の 転 換 社 債 

  １，６５３ ― １，６５３ 

  有 価 証 券            １５５    １，０９０ △   ９３４   短 期 借 入 金           ９，１２５   ８，８２５     ３００ 

  商      品   １７，９０９   １９，１５２ △ １，２４２   一年内返済予定          
  の 長 期 借 入 金             ２，８７５    ２，６５５ ２２０ 

  貯 蔵 品               ６５       ７６ △    １０   未 払 金               ３７       ８６  △    ４９ 

  前 払 費 用              ３６０      ３５５       ５   未払法人税等              ２０      ７３２  △     ７１１ 

  繰延税金資産      ４２８      ５６６ △   １３７   未払消費税等              ２１０      ２０４ ６ 

  未 収 入 金            ２，００９    ２，４６４ △   ４５５   未 払 費 用            １，５５６    １，６８２  △   １２６ 

  自  己  株  式      ―      １９ △    １９   前 受 金              ５７６      ９９５  △   ４１８ 

  そ の 他              ６１８      ７２０ △   １０１   預 り 金              ２７０      ３６５  △    ９４ 

  貸 倒 引 当 金           △    ３８   △    ５１     １３   賞 与 引 当 金              ６７０      ９０２  △   ２３２ 

      そ の 他             １７４      ５３ １２０ 

（固 定 資 産） ( ６４，４７３) ( ６３，５５３) (      ９１９) （固 定 負 債） ( １３，７７６) ( １７，３１４) ( △ ３，５３８) 

  有形固定資産 ( ３９，９２０) ( ４０，６０７) ( △    ６８６)   転 換 社 債            ３，６１０    ５，２６３  △ １，６５３ 
  建      物   １１，４０３   １２，２１０ △   ８０６   長 期 借 入 金            ３，１００    ５，９７５  △ ２，８７５ 
  構 築 物              ５０２      ５５３ △    ５１     退職給付引当金 ２，４５４ １，７６５ ６８９ 
  車 両 運 搬 具               １２       ２４ △    １２    役員退職慰労引当金      ７８６      ７４２       ４３ 
  器 具 備 品            １，９４６    ２，０９３ △   １４７    債務保証損失引当金 ３０１ １１４ １８７ 

  土      地   ２５，６９６   ２５，７１８ △    ２２   預り敷金保証金    ３，４２９    ３，３５７      ７２ 

  建 設 仮 勘 定               ３６０       ６    ３５４   そ の 他 ９５ ９７ △     ２ 

  無形固定資産 (  ２，５１１) (  ２，４２２) (       ８８) 負 債 合 計   ４８，５６４   ５６，６８１  △ ８，１１７ 

  借 地 権            ２，１２９    ２，１２８      ０     

  ソフトウェア      ２２９      １３１      ９７     

  そ の 他              １５２      １６１  △     ９     

  投資その他の資産 ( ２２，０４１) (    ２０，５２３) (   １，５１７) 〔 資本 の 部 〕     

 投資有価証券            ５０４    １，０１２ △   ５０８  資  本  金   １５，６７３   １５，６７３      ― 

   関係会社株式   ７，７２２   ４，１２２ ３，６００  資 本 準 備 金           １７，４４６   １７，４４６      ―  

 出 資 金               ５６       ８２ △      ２６  利 益 準 備 金              ６８６      ６４７       ３９ 

 長 期 貸 付 金              １１１      １１１ ―  その他の剰余金 ( １９，５０１) ( ２２，１７６) ( △  ２６７４) 

   従業員長期貸付金 ２５ ２７   △     １      任 意 積 立 金 ( ２０，６３２) ( １９，９５９) (     ６７２) 

 長期前払費用              ４７０      ５２７ △    ５７    固定資産圧縮積立金     ５８２      ６５９   △      ７７ 

  繰延税金資産    １，０４２    １，５９３ △   ５５１    別 途 積 立 金   ２０，０５０   １９，３００   ７５０ 

  敷 金 保 証 金   １１，４８４   １１，６３０   △   １４５     当期未処分利益 △   １，１３１    ２，２１６   △  ３，３４７ 

  事 業 保 険              ５７９      ５４９ ２９ その他有価証券評価差額金 △     １００ ―  △    １００ 

  自  己  株  式      ―       ５３９   △   ５３９  自 己 株 式 △   ５３７ ―  △    ５３７ 

  そ の 他              ８１８      ８９４   △    ７６     

  貸 倒 引 当 金         △  ７７４ △  ５６９ △   ２０５ 資 本 合 計   ５２，６７０   ５５，９４３ △ ３，２７２ 

資 産 合 計  １０１，２３４  １１２，６２４ △ １１，３９０ 負債・資本合計  １０１，２３４  １１２，６２４ △１１，３９０ 
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２． 損 益 計 算 書                       （百万円未満切り捨て） 
          期 別 当     期 前     期  
  平成１３年４月 １日から 平成１２年４月 １日から 増 減（△） 
  平成１４年３月３１日まで 平成１３年３月３１日まで （ △ は 減  ） 
 科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 
    ％    ％  
 売   上   高 １６６，８７１ 100.0 １８８，２０４ 100.0  △２１，３３２ 
 売  上  原  価 １４２，１０８ 85.2 １５８，４９５ 84.2  △１６，３８６ 
  売  上  総  利  益   ２４，７６２ 14.8   ２９，７０８ 15.8  △ ４，９４５ 
 販売費及び一般管理費 (  ２５，８０１) 15.4 (  ２７，６７９) 14.7 (△ １，８７７)
  広 告 宣 伝 費 ２，４５８  ２，７３８   △   ２７９ 
  運 搬 費 １，３６４  ２，２１５   △   ８５１ 
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５  ６９   △    ６４ 
  給 与 手 当 ８，６９９  ８，８９３   △   １９４ 
  賞 与 引 当 金 繰 入 額 ６７０  ９０２   △   ２３２ 
  退 職 給 付 費 用 ６５４  ６１０  ４３ 
  法 定 福 利 費 ９５３  ８８５  ６８ 
  厚 生 費 ６０  ８９   △    ２８ 
  役員退職慰労引当金繰入額 ６２  ５７  ４ 
  減 価 償 却 費 １，５８６  １，６４７   △    ６１ 
  賃 借 料 ４，０１３  ３，８２１      １９２ 
  そ の 他 ５，２７３  ５，７４７   △   ４７４ 
  営 業 利 益            △  １，０３８ △0.6   ２，０２９ 1.1  △  ３，０６７ 
 営 業 外 収 益          (   １，９５７) 1.2 (   １，９５２) 1.0 (      ５)
  受 取 利 息      ３６       ３４        ２ 
  有 価 証 券 利 息 １  １９５   △   １９４ 
  受 取 配 当 金 ４５  ８７   △    ４２ 
  投 資 有 価 証 券 売 却 益 ４０９  ―  ４０９ 
  仕 入 割 引     １，２０２      １，２４２   △     ４０ 
  そ の 他      ２６１       ３９１   △   １２９ 
 営 業 外 費 用          (     ８２２) 0.5 (   １，００７) 0.5 (△   １８５)
  支 払 利 息      ２０９       ２８０   △     ７１ 
  社 債 利 息      ９６       ９６  ― 
  売 上 割 引       ４７３        ６２５   △    １５１ 
  そ の 他 ４２        ５        ３７ 
  経  常  利  益   ９６ 0.1    ２，９７３ 1.6  △  ２，８７７ 
 特 別 利 益          (       ―) - (       ―) - (      ―)
 特 別 損 失          (   １，２４１) 0.8 

 
(   １，７０６) 0.9 (△    ４６５)

  固 定 資 産 除 却 損 ６７  ７８   △     １０ 
  固 定 資 産 売 却 損 ９  ２  ７ 
  投 資 有 価 証 券 売 却 損 ４２  ―  ４２ 
  会 員 権 売 却 損 ―  ７３   △    ７３ 
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １９０  ４２６   △   ２３６ 
  投 資 有 価 証 券 評 価 損 ４１  ２４  １７ 
  関 係 会 社 株 式 評 価 損 ―  ６３   △    ６３ 

   債務保証損失引当金繰入額 １８７  １１４  ７３ 
  会 員 権 評 価 損      ―       １１   △    １１ 
  店 舗 整 理 損       １３        ２１８   △   ２０４ 
  退 職 給 付 費 用 
 

６８６  ６８６  ― 
  役 員 退 職 慰 労 金 ２  ８   △     ６ 
 税 引 前 当 期 純 利 益 △   １，１４５ △0.7 １，２６６ 0.7  △ ２，４１２ 
 法人税、住民税及び事業税 ３２ 0.0 １，４５５ 0.8  △ １，４２３ 
 法  人  税  等  調  整  額 ６８９ 0.4 △    ８９４ △0.5     １，５８３ 
 当 期 純 利 益 △  １，８６７ △1.1    ７０６ 0.4  △ ２，５７３ 
 前 期 繰 越 利 益 １，１１７  １，６２４   △    ５０７ 
 利益による自己株式消却額     ３８１      １１４      ２６６ 

  当 期 未 処 分 利 益 △   １，１３１     ２，２１６  △ ３，３４７ 
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３．利益処分案 

          （百万円未満切り捨て） 

   科     目   当     期    前      期 増減（△は減） 

    

 当 期 未 処 分 利 益             △１，１３１    ２，２１６ △３，３４７ 

 別 途 積 立 金 取 崩 額 ５，０００ ― ５，０００ 

 固定資産圧縮積立金取崩高 ５５ ７７ △２１ 

    合 計 ３，９２４ ２，２９３ １，６３１ 

    

 これを次のとおり    

     処分致します。    

    

 利 益 準 備 金 ― ３９ △    ３９ 

 配   当   金 ３４９ ３６０ △    １０ 

 （１株につき１０円） （１株につき１０円）  
    

 役 員 賞 与 金 ― ２７ △    ２７ 

（うち監査役賞与金         ）   （                ―）   （                 ３） （△     ３） 

    

 別 途 積 立 金  ― ７５０ △  ７５０ 

    合 計 ３４９ １，１７６ △   ８２６ 

    

次 期 繰 越 利 益 ３，５７５ １，１１７ ２，４５８ 
  （注）固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 
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４．重要な会計方針 
平成１３年４月 １日から 平成１２年４月 １日から 

 当    期 
平成１４年３月３１日まで 

 前    期 
平成１３年３月３１日まで 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式 
   ・・・・ 移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
  ・・・・決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価 
      差額は全部資本直入法により処理し、売却原 
       価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの 
   ・・・・移動平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 子会社株式及び関連会社株式 
    ・・・・移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
    ・・・・移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
デリバティブ 

    ・・・・時価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
同   左 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 商  品 
  ・・・・先入先出法に基づく原価法 
      ただし、書籍及びＡＶソフト等の一部につい 
       ては売価還元法に基づく原価法 
 貯 蔵 品 
  ・・・・最終仕入原価法に基づく原価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
同   左 

  
 
  

 

４．固定資産の減価償却又は償却の方法 
 (１)有形固定資産 
  定率法によっております。 
  ただし、平成１０年４月１日以後取得の建物（その付 
  属設備は除く。）については、定額法を採用しており 
  ます。 
  なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に 
  規定する方法と同一の基準によっております。 
（２）無形固定資産 
   定額法によっております。 
   なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と 
  同一の基準によっております. 
   ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお 
   ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま 
  す。 
（３）長期前払費用 
  店舗を賃借するために支出する権利金等は、当該賃借期 
  間により期限内均等償却の方法によっており、その他は 
  法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

４．固定資産の減価償却又は償却の方法 
（１）有形固定資産 

同   左 
 
 
 
 
 

（２）無形固定資産 
同   左 

 
 
 
 
 

（３）長期前払費用 
  店舗を賃借するために支出する権利金等は、当該賃貸借 
  期間により期限内均等償却の方法によっており、その他 
  は法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま 
  す。 

５．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ 
  いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 
  については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込 
  額を計上しております。 

５．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

同   左 

（２）賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額の 
うち当期の負担額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 
  従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額の 
  うち当期の負担額を計上しております。 
 （賞与の支給対象期間の変更) 
  従来、冬期賞与の支給対象期間を５月１日から１０月 
  ３１日まで、夏期賞与の支給対象期間を１１月１日か 
  ら翌年４月３０日までとしておりましたが、当事業年 
  度より各々、４月１日から９月３０日まで及び１０月 
  １日から翌年３月３１日までと変更いたしました。 
  この変更に伴い、従来の支給対象期間によった場合と 
  比較し、賞与引当金繰入額が１４２百万円増加し、営 
  業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少し 
  ております。 
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平成１３年４月 １日から 平成１２年４月 １日から 

 当    期 
平成１４年３月３１日まで 

 前    期 
平成１３年３月３１日まで 

（３）退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ 
  る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事 
  業年度末において発生していると認められる額を計上 
  しております。  
  なお、会計基準変更時差異(２,０６０百万円)は、３年 
    による按分額を費用処理しております。 
  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従 
    業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)に 
    よる定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用 
    処理しております。 
（４）役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員の退職慰 
  労金に関する内規に基づく期末要支払額を計上してお 
  ります。 
（５）債務保証損失引当金 
  関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被 
  保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上 
  しております。 

（３）退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ 
  る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し 
  ております。 
  なお、会計基準変更時差異は、３年による按分額を費 
  用処理しております。 
  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存 
  勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法によ 
  り当期の発生額を翌期から費用処理する方法によるこ 
  ととしております。 
 
（４）役員退職慰労引当金 

同  左 
 
 

（５）債務保証損失引当金 
同  左 

６．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 
  の以外のファイナンス・リース取引については、通常 
  の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお 
  ります。 

６．リース取引の処理方法 
同  左 

７．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっております。 
  なお、為替予約についてはヘッジ対象である外貨建金銭 
  債務に振当処理を行っております。 
  また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては 
  特例処理を採用しております。 

７．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっております。 
  なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについて 
  は特例処理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段･･･為替予約取引及び金利スワップ取引 
  ヘッジ対象･･･外貨建予定取引及び変動金利の借入金 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段･･･金利スワップ取引 
  ヘッジ対象･･･変動金利の借入金 

（３）ヘッジ方針 
  為替予約取引については取引の上限を設定し、為替相場 
  の動向を勘案のうえ、あらかじめ想定した損益の確保を 
  目的として、設定された枠内で取引を行っております。 
  金利スワップ取引については、市場金利の動向を勘案し、 
  個別に所定の社内決裁手続を経たうえで、支払金利に係 
  るキャッシュ・フローの変動リスクを回避する目的で取 
  引を行っております。 
（４）ヘッジ有効性評価の方法 
  為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象の 
  重要な条件が同一であるため有効性の判定を省略して 
  おります。 
  また、金利スワップ取引については、金利スワップの 
  特例処理が認められるため有効性の判定は省略してお 
  ります。 

（３）ヘッジ方針 
  金利スワップ取引については、市場金利の動向を勘案 
  し、個別に所定の社内決裁手続を経たうえで、支払金 
  利に係るキャッシュ・フローの変動リスクを回避する 
  目的で取引を行っております。 
 
 
 
（４）ヘッジ有効性評価の方法 
  金利スワップの特例処理が認められる金利スワップ取 
 引については、有効性の判定は省略しております。 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
  消費税及び地方消費税の会計処理 
  税抜方式によっております。 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
  消費税及び地方消費税の会計処理 

同  左  
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６．追加情報 
平成１３年４月 １日から 平成１２年４月 １日から 

 当    期 
平成１４年３月３１日まで 

 前    期 
平成１３年３月３１日まで 

――――――― (退職給付会計) 
 当期から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計 
 基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成１０ 
 年６月１６日))を適用しております。 
 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職 
 給付費用が８３１百万円増加し、経常利益は１４４百万 
 円、税引前当期純利益は８３１百万円減少しております。 
  また、期首時点の退職給与引当金(１,１０３百万円)は、 
  期首に退職給付引当金に含めて表示しております。 

(金融商品会計) 
 その他有価証券のうち時価のあるものについては、当 
 期より金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会 
 計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成 
 １１年１月２２日))を適用し、移動平均法による原価 
 法から決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差 
 額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平 
 均法により算定)に変更しております。 
 この結果、その他有価証券評価差額金△１００百万円 
 が計上されております。 

(金融商品会計) 
 金融商品については、当期から金融商品に係る会計基準 
 (「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企 
  業会計審議会 平成１１年１月２２日))を適用し、有価証 
  券の評価の方法、デリバティブ取引に係る処理方法、ヘッ 
 ジ会計の方法、差入預託保証金及び預り預託保証金に係 
 る処理方法及び貸倒引当金の計上基準について変更して 
 おります。 
 なお、この変更に伴う影響額は軽微であります。 
  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、 
 １年内に満期の到来する有価証券は流動資産として、そ 
  れら以外のものは投資有価証券として表示しております。 
 これにより有価証券は３１５百万円減少し、投資有価証 
 券は同額増加しております。 

 
――――――― 

(その他有価証券) 
 当期においては、その他有価証券のうち時価のあるもの 
 について、時価評価を行っておりません。 
 なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項によるその 
 他有価証券に係る貸借対照表計上額は１,９２６百万円、 
 時価は２,３８４百万円、評価差額金相当額は２６５百 
 万円、繰延税金負債相当額は１９２百万円であります。 

(貸借対照表） 
 前期まで流動資産及び固定資産に掲記しておりました 
 「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により当期末 
 においては資本に対する控除項目として資本の部の末 
 尾に表示しております。 

 
――――――― 
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７．注記事項 
（貸借対照表関係） 

 当 期（平成１４年３月３１日現在）  前 期（平成１３年３月３１日現在） 
１．有形固定資産の減価償却累計額は１２,１５５百万円で

あります。 
１．有形固定資産の減価償却累計額は１０,７４４百万円で

あります。 
２．会社が発行する株式の総数は７０，６０４，０００株で

あます。ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ
れた場合には、これに相当する株式数を減ずることになっ
ております。 

  発行済株式総数は３５，９１２，２８８株であります。 
  なお、発行済株式数は自己株式消却により１，１１８，０００

株減少しております。自己株式消却に係る株式の取得価
額の総額は３８１百万円であります。 

２．会社が発行する株式の総数は７１，７２２，０００株で
あます。ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ
れた場合には、これに相当する株式数を減ずることになっ
ております。 

  発行済株式総数は３７，０３０，２８８株であります。 
  なお、発行済株式数は自己株式消却により２７８，０００

株減少しております。自己株式消却に係る株式の取得価
額の総額は１１４百万円であります。 

３．関係会社に係る注記 
  関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 
   売 掛 金   ４，１６２百万円 
   敷 金 保 証 金   １，０１２百万円 
   預り敷金保証金   ２，５１１百万円 

３．関係会社に係る注記 
  関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 
   売 掛 金   ４，２４４百万円 
   その他の資産   １，１４２百万円 
   預り敷金保証金   ２，５１０百万円 

４．保 証 債 務 
  下記関係会社の金融機関からの借入金に対して次のとおり

債務保証を行っております。 
  東 北 ラ オ ッ ク ス（株）  ５，７００百万円 
  (株)庄 子 デ ン キ   ２，０８３百万円 
        計        ７，７８３百万円 
このほかに下記関係会社の金融機関からの借入金に対して次の
とおり保証予約を行っております。 

４．保 証 債 務 
  下記関係会社の金融機関からの借入金に対して次のとおり

債務保証を行っております。 
  東 北 ラ オ ッ ク ス（株）  ５，８００百万円 
  (株)庄 子 デ ン キ   ２，１７６百万円 
         計        ７，９７６百万円 
このほかに下記関係会社の金融機関からの借入金に対して次の
とおり保証予約を行っております。 

 ラオックストゥモロー（株） 
 (株)ﾀﾞｲｵｰｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ 
  ラオックスヒナタ（株） 
  (株）庄 子 デ ン キ 
  (株）ナ カ ウ ラ 
  (株）ナカウラエステート 
 神 田 無 線 電 機（株) 
 ラ オ ッ ク ス 真 電（株） 

計 
 

  ４，５２２ 
 ２，８４９ 
 ２，０６０ 
 １，１８０ 
   ８１２ 
   ５１９ 
   ３２０ 
   ２８０ 
１２，５４２ 

百万円       
 
 
 
 
 
 
 うち、当社負担額 
 １３７百万円 
 

 ラオックストゥモロー（株） 
 (株)ﾀﾞｲｵｰｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ 
  ラオックスヒナタ（株） 
  (株）庄 子 デ ン キ 
  (株）ナ カ ウ ラ  
  (株）ナカウラエステート 
  神 田 無 線 電 機（株) 
  ラ オ ッ ク ス 真 電（株） 
        計  

５，０７４ 
３，２８６ 
１，７２０ 
１，２８０ 
   ９４８ 
  ５３０ 
  ３２０ 
  １８０ 
１３，３３８ 

百万円  
    
 
 
 
 
 
うち、当社負担額 
８８百万円 

５．期末日満期手形 
   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済 
   処理しております。 
    なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、 
   次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
   支払手形  １１３百万円 

５．期末日満期手形 
  期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済

処理しております。 
   なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
   受取手形   ０百万円 
   支払手形 ５１７百万円 

６．配 当 制 限 
  第４回及び第５回無担保転換社債の未償還残高が存する 
  限り、本社債の払込期日の属する決算期以降の配当累計 
  額が、法人税及び住民税控除後の経常利益（財務諸表等 
  規則による。）累計額に３０億円を加えた額を超えるこ 
  ととなるような配当を行わないこととしております。 

６．配 当 制 限 
  商法第２９０条第１項第５号の規定により、ストックオ 
  プション制度に基づく自己株式として配当に充当するこ 
  とが制限される合計額は５３９百万円であります。 
  また、第４回及び第５回無担保転換社債の未償還残高が 
  存する限り、本社債の払込期日の属する決算期以降の配 
  当累計額が、法人税及び住民税控除後の経常利益（財務 
  諸表等規則による。）累計額に３０億円を加えた額を超 
  えることとなるような配当を行わないこととしておりま 
  す。 
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（損益計算書関係） 
平成１３年４月  １日から 平成１２年４月 １日から 

当    期 
平成１４年３月３１日まで 

 前    期 
平成１３年３月３１日まで 

１．関係会社に係る注記 
  関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 
     売  上  高   ４５,０８４百万円 
     売 上 割 引     ４４２百万円 

１．関係会社に係る注記 
  関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 
     売  上  高   ４２,５２０百万円 
     売 上 割 引      ５４５百万円 

２．固定資産売却損のうち主なものは、器具備品２百万円 
  及び借地権６百万円であります。 

２．固定資産売却損のうち主なものは、器具備品１百万円 
  であります。 

３．固定資産除却損のうち主なものは、建物２３百万円(う 
  ち、撤去費用１５百万円)及び器具備品４４百万円の除 
   却損であります。 

３．固定資産除却損のうち主なものは、建物３１百万円(う 
  ち、撤去費用２６百万円)及び器具備品４６百万円の除 
   却損であります。 

４．店舗整理損は、店舗の閉店にともなう損失であります。 ４．店舗整理損は、店舗の閉店にともなう損失であります。 

 
（リース取引関係） 

平成１３年４月 １日から 平成１２年４月 １日から 
 当    期 

平成１４年３月３１日まで 
 前    期 

平成１３年３月３１日まで 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 
  るもの以外のファイナンス・リース取引 
 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額  

 
車輌運搬具 
（百万円） 

器具備品 
（百万円） 

合 計 
（百万円） 

取得価額相当額 ８ １,３３５ １,３４３ 
減価償却累計額 
相  当  額 １   ８９０ ８９１ 

期末残高相当額 ６ ４４５ ４５２ 
  なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等 
  に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、 
  支払利子込み法により算定しております。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 
  るもの以外のファイナンス・リース取引 
 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額  

 
器具備品 
（百万円） 

取得価額相当額 １,０５８ 
減価償却累計額 
相  当  額   ６６３ 

期末残高相当額 ３９５ 
   

同  左 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 以 内   ２５０百万円 
１ 年 超   ４１３百万円 
 合   計   ６６３百万円 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産 
  の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が 
  低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 以 内   ２０１百万円 
１ 年 超   ３９９百万円 
 合   計   ６０１百万円 

 
同  左 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支 払 リ ー ス 料 ２３３百万円 
減価償却費相当額 ２３９百万円 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支 払 リ ー ス 料 ２０９百万円 
減価償却費相当額 ２７８百万円 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定率 
  法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 
同  左 

２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

１ 年 以 内   ６１百万円 
１ 年 超  ３６８百万円 
 合  計   ４２９百万円 

２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

１ 年 以 内   ６１百万円 
１ 年 超  ４２９百万円 
 合  計   ４９１百万円 

    
（有価証券関係） 
  当事業年度末（平成１４年３月３１日現在）において、時価のある子会社株式及び関連会社株式は 
  所有しておりません。 
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（税効果会計関係） 
 当 期（平成１４年３月３１日現在）  前 期（平成１３年３月３１日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 
 の内訳 
（繰延税金資産） 
   関係会社株式評価損        ８１９百万円 
   退職給付引当金          ７８７ 
   貸倒引当金            ３３０ 
   役員退職慰労引当金        ３３０ 
   賞与引当金            １７６ 
   その他              ６４０ 
   繰延税金資産小計       ３，０８４ 
   評価性引当額       △ １，２１４ 
   繰延税金資産合計       １，８６９ 
（繰延税金負債） 
    固定資産圧縮積立金      △   ３９８ 
   繰延税金負債合計     △    ３９８ 
   繰延税金資産の純額       １，４７１ 
  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 
 の内訳 
（繰延税金資産） 
   関係会社株式評価損        ８１９百万円 
   退職給付引当金          ４２５ 
   役員退職慰労引当金        ３１１ 
   貸倒引当金            ２３９ 
   賞与引当金            ２２４ 
   その他              ５６２ 
   繰延税金資産合計       ２，５８２ 
（繰延税金負債） 
   固定資産圧縮積立金     △  ４２２ 
   繰延税金負債合計      △  ４２２ 
   繰延税金資産の純額       ２，１６０ 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 
  の差異の原因となった主な項目別の内訳 
   
  法定実効税率      
 （調 整）  
  繰 延 税 金 資 産 に 
  対する評価性引当  
  住民税均等割等      
  交際費等永久に損金 
  に算入されない項目 
  受取配当金等永久に益金 
  に算入されない項目 
  その他         
  税効果会計適用後の 
  法人税等の負担率  

    ４２．０％ 
 
 
 △ １０２．３ 
 △    ３．３ 
   
 △   ０．７ 
          
     ０．８ 
     ０．５ 
         
  △  ６３．０ 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 
  の差異の原因となった主な項目別の内訳 
   
  法定実効税率          ４２．０％ 
 （調 整） 
  住民税均等割等           ３．０ 
  交際費等永久に損金 
  に算入されない項目      ０．８ 
  受取配当金等永久に益金 
  に算入されない項目    △ １．４ 
  その他            △ ０．１ 
  税効果会計適用後の 
  法人税等の負担率       ４４．３ 
 

 
 

（７）役 員 の 異 動  
 
   １．代表者の異動（平成 14年 6月 27 日付予定） 
   
      退任 工藤 信一 （現 代表取締役副社長） 顧問就任予定 
      退任 鈴木 健夫 （現 代表取締役副社長） 顧問就任予定 
 
   ２．その他の役員の異動（平成 14 年 6 月 27 日付予定） 
      新任取締役候補 
        伊東 定爾 （現 商品事業部・仕入統括部長） 
        有馬 稔  （現 事業推進事業部長） 
 

                                       以上 


